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様式１ 

学校名 愛媛県立宇和島水産高等学校 

 

平成３０年度スーパー・プロフェッショナル・ハイスクール 

事業計画書 

 

Ⅰ 委託事業の内容 

 １．研究開発課題名 

地域水産資源を活用した、地方創生人材を育成するプログラムの開発研究 ～新製品の開発と

６次産業化、グローバル化への対応～ 

 

 ２．研究の目的 

愛媛県南予地域の基幹産業である漁業および養殖業は、魚価の低迷、飼料の高騰、国内消費の

低迷等により経営が困難な状況にあるが、その一方で、海外の水産物消費は健康志向等の理由で

増加傾向にある。 

本研究では、コミュニケーション能力、創造力・開発力・実践力の向上を図るとともに、食品

製造現場においてグローバル基準に対応した専門知識を身に付けた生徒を育成することで、将来

にわたって地域産業の活性化に寄与できる人材育成プログラムの開発を目指す。あわせて全国の

漁村地域発展の先進的モデルとなるよう、水産・海洋高等学校が地方創生に寄与する人材育成の

汎用的事例の構築を目指す。 

本プログラムにおいて育成された人材が、地域水産資源を活用した新製品開発および６次産業

化へ対応するとともに、製造工程の海外輸出規準への達成指導を行うことで、魚価の向上と生産

量の増大を通じた地域産業の活性化につながることを狙いとする。 

 

 

 ３．実施期間 

      契約日から平成３１年３月１５日まで 
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 ４．当該年度における実施計画 

 （１）研究の内容・方法 

本研究において生徒に身に付けさせたい資質・能力を、ア コミュニケーション能力、イ 創

造力・開発力・実践力、ウ アントレプレナーシップ、エ 専門的な知識・技術、の４つに設

定し、育成のため以下の取組を実践する。 

さらに、地方創生に寄与できる人材に必要な力をコンピテンシー定着の観点でとらえ、アか

らウに関して、ルーブリックを用いたパフォーマンス評価により客観的に効果測定を行えるよ

う、評価手法の確立を図る。 

ア コミュニケーション能力の育成に関する研究 

①  産学官連携による全国各地での愛媛県産魚プロモーション活動 

愛媛県が県産品のＰＲ販路拡大を目的に県庁内に設置した愛媛県営業本部、愛媛県農林

水産部漁政課等と連携し、全国各地で県産魚のＰＲ活動を行う。また、産学官連携で多様

な発表の場を設置し、愛育フィッシュプロモーション活動およびマグロ解体ショーを実施

する。生徒はＰＲ手法の検討、実際のプロモーション活動、改善へ向けた反省等を通じ、

ＰＤＣＡを重ねつつ、効果的かつ実践的に学習することで、コミュニケーション能力の向

上を図る。 

取 組 内 容 

・県内産水産物のＰＲ方法の検討 

・解体ショー等のプロモーション活動 

・活動後の反省および改善 

実 施 時 期 及 び 期 間 ３年生 水産流通（通年）、総合実習（６月、11月、１月） 

教育課程上の位置付け ３年生 水産流通、総合実習 

協 力 機 関 
愛媛県営業本部、愛媛県農林水産部水産局漁政課、全国各地の小売店

等 

実 施 場 所 食品製造実習室、教室、全国各地 

設 備 ・ 機 器 解体用の道具（包丁、販促物等）、調理台、ノートＰＣ等 

②  国際交流活動 

愛媛県宇和島市と姉妹都市提携を結んでいるホノルル市（ハワイ）は、「愛媛フェア in

ハワイ」が毎年開催され、「えひめ高校生ハワイ派遣事業」で毎年愛媛県下の高校生がハワ

イに派遣され交流を深めるなど、非常に繋がりが深く、現地の学校とは今後も継続的な連

携協力を得られる関係にある。共同製品の開発および現地での販売を視野に入れたカピオ

ラニコミュニティーカレッジとの交流学習を通じ、文化の異なる国の消費者に対応する貴

重な機会とする。 

生徒は外国人講師等による語学講座を受講することで外国語活用力及びコミュニケー

ション力の向上につなげるとともに、交流活動の実践に向け、異文化への理解向上を図る。

また、現地では製品開発に不可欠なニーズ把握活動を通じ、より実践的にコミュニケーショ

ン力を向上する機会とする。さらには現地で加工食品を販売する際の法制度を学ぶととも

に、今後、地元企業が海外に販路を広げる際、対応すべき点についてあらためて見直すこ

とで、グローバルな視点からの地域活性化を考える機会とする。 
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取 組 内 容 

・共同開発および販売のための準備 

・外国人講師等による外国語活用力及びコミュニケーション力向上（県

事業の活用） 

・交流学習を通じての異文化理解、消費者ニーズ調査 

・海外輸出および販売に関する研修（講義） 

・輸出対応システムの構築に関する研修（講義） 

実 施 時 期 及 び 期 間 

３年生  課題研究・水産流通（通年） 

全学年希望者 外国人講師等による英語力向上講座 

全学年希望者 ハワイでの交流学習及び愛媛県フェア参加（11月） 

教育課程上の位置付け ３年生  課題研究・水産流通 

協 力 機 関 

東海大学（輸出対応システム構築支援）、国際貿易推進機構（輸出製品

に関するアドバイス）、愛媛県営業本部、国際交流課、愛媛県国際交流

協会、カピオラニコミュニティーカレッジ（ハワイ） 

実 施 場 所 カピオラニコミュニティーカレッジ、マルカイスーパー、本校 

設 備 ・ 機 器 ノートＰＣ等 

③ ＳＳＨ、ＳＧＨ、ＳＰＨ指定３校による連携活動 

地方創生に寄与する人材育成には、地域産業の実情および現場が抱える課題を発見、理

解する能力の向上が不可欠である。地域に愛着を持ち、地域に関わって良くしようとする

精神「シビックプライド」の育成を共通テーマとし、ＳＳＨ、ＳＧＨ、ＳＰＨ指定３校連

携で、地域産業を取り巻く課題を調査し、解決につながる具体策を提案する取組を行う。

得られた成果は市内小中学校等に広く発信するとともに、実行可能性の高い案は地域産業

界へのプレゼンを通じ、多様な意見や考え方に触れながら、改めて自己の意見や考え方を

再構築する機会とする。この取組では主体的・対話的な学習活動を積極的に取り入れなが

らコミュニケーション力の向上を図り、地域や社会の実情を踏まえ、課題解決に向け、幅

広い視野を持って行動できる人材の育成につなげることを目的とする。 

取 組 内 容 

・指定３校による地域課題の発見および解決プランの提案 

・研究成果の発信 

・市内小中学生へのシビックプライド精神の普及 

実 施 時 期 及 び 期 間 全学年 通年 

教育課程上の位置付け 課外活動 

協 力 機 関 
宇和島市、宇和島東高校（ＳＳＨ）、宇和島南中等教育学校（ＳＧＨ） 

宇和島市商工会議所、宇和島青年会議所、愛媛県水産教育振興会 

実 施 場 所 各学校 

設 備 ・ 機 器 ノートＰＣ 
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イ 創造力・開発力・実践力の育成に関する研究 

① 産学官連携による地域水産物を活用した製品開発研究 

愛媛県南予地域の基幹産業は漁業および養殖業であるが、国内消費の低迷が続く中、新

たな販路として、海外に向けた製品開発および販売活動の推進が求められている。ここで

は科目「食品製造」「課題研究」を中心に、産学官連携による愛媛県食材を利用した製品の

開発研究を行い、専門家の講義を受けたり、試験販売、試食提供を行いながら、地元水産

物の強みを生かした６次産業化への取組を進めていく。 

この取組では、生徒は地域の企業、団体、行政や研究機関、教育機関等への調査や助言

を元に何度も試作研究を繰り返すことで、開発製品の完成度を高め、創造力・開発力・実

践力を身に付けていく。単に試作を行うのではなく、地域資源の特徴を生かしつつ、販売

先を想定した開発を地元産業界とともに実践的に行うことで、付加価値向上を伴う６次産

業化に資することを目的とする。 

取 組 内 容 

・地域水産業、食品製造業の現状把握 

・企業の製品開発担当者やマーチャンダイザーによる講演 

・新製品開発のためのマーケティング活動及びヒアリング調査 

・製品開発のためのアイデア創出活動 

・生徒と企業による製品開発会議（商品コンセプトの設定等） 

・製品試作・評価・改善・販売計画等の立案 

実 施 時 期 及 び 期 間 

３年生 課題研究（４月～10月） 

２年生 食品製造（通年）、講演（７月、10月、２月） 

１年生 地域水産業・食品製造業の見学実習（７月、３月） 

課外活動 製品開発（通年） 

教育課程上の位置付け 

３年生 課題研究 

２年生 食品製造 

１年生 水産海洋基礎、食品製造、食品管理 

課外活動 水産食品研究部 

協 力 機 関 

愛媛県農林水産部水産局漁政課（連携支援）、県内水産・食品会社（共

同開発及び講義）、愛媛大学南予水産研究センター、百貨店（講義及び

テスト販売場所提供） 

実 施 場 所 食品製造実習室、会議室、百貨店 

設 備 ・ 機 器 

５Ｍサニタリーバキュームシーマー、レトルト、真空包装機、Ｘ線探

知機、冷凍冷蔵庫、ブレンダー、はかり、調理台、純水製造装置、デ

スクトップＰＣ、カラーレーザープリンター等 

② ＳＰＨ先進校との連携学習 

岐阜県立岐阜商業高等学校は、会社の設立・経営を通して実践力・創造力・起業家精神

を身に付け、グローバルに活躍するビジネスリーダーを育成する教育プログラムの実践に

より平成26～28年度ＳＰＨ事業指定を受けた。また、熊本県立南稜高等学校は、地域を担

う生命総合産業（Total Life Industry）クリエーターを育成する教育プログラムの実践に

より平成28年度よりＳＰＨ事業指定を受けている。 
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ＳＰＨ先進各校による実践力・創造力・起業家精神を育成する取組や、地域産業の活性

化とともにグローバル化への対応を図る狙いは、本校の研究目的とも一致する一方、山間

地域に立地し、他教科を学ぶ生徒との交流活動は、異なった見方・考え方に触れる効果が

期待できる。 

そこで、互いの地域の生産物を利用した製品の共同開発を通じて、新たな価値や特徴を

発見しながら、効果的な販売活動につなげることを狙いとし、実践的に創造力・開発力・

実践力の育成を図っていく。 

取 組 内 容 

・各校の取組状況報告および意見交換 

・異校種と連携した新製品の開発 

・新製品のＰＲと販売活動 

実 施 時 期 及 び 期 間 課外活動 交流学習（８月、12月） 

教育課程上の位置付け 課外活動 水産食品研究部 

協 力 機 関 岐阜県立岐阜商業高等学校、熊本県立南稜高等学校 

実 施 場 所 各学校 

設 備 ・ 機 器 ノートＰＣ 

 

③ えひめスーパーハイスクールコンソーシアム、日本水産学会等への参加 

えひめスーパーハイスクールコンソーシアムおよび日本水産学会への参加を通じ、生徒

は各自の取組を発表し広く発信する。また、他校の実践発表や企業の取組を見聞すること

でアイデアを生み出すきっかけとし、創造力の育成を図る。さらに、専門家や有識者から

様々な意見や助言を聞くことで新たな知見を得ながら自身の研究の改善につなげていく。 

 これらの取組はＰＤＣＡサイクルのチェック機能としての活用が期待され、生徒が各自

の研究をブラッシュアップすることで実践力の育成につなげていく。 

取 組 内 容 

・えひめスーパーハイスクールコンソーシアムでの成果発表 

・日本水産学会での成果発表 

・ＪＡＰＡＮインターナショナルシーフードショーへの参加 

実 施 時 期 及 び 期 間 ８月、２月、３月 

教育課程上の位置付け ３年生 課題研究、総合実習 

協 力 機 関 県下３Ｓ事業の高等学校、日本水産学会、大日本水産会 

実 施 場 所 各学校 

設 備 ・ 機 器 ノートＰＣ 
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ウ アントレプレナーシップの育成に関する研究 

① 講師招請事業 

地域課題の解決に寄与できる人材は、あらゆる制約を乗り越えて社会に変革をもたらす

チャンスを追求する精神「アントレプレナーシップ」を身に付けていることが求められる。

ここでは起業家等、実社会で課題解決に積極的に取り組んでおられる方を講師に招き、講

話およびワークショップ形式での研修を通じて実践的に身に付ける機会とする。あわせて、

宇和島市内の高校にも案内し地域の高校生に対してアントレプレナー教育を実施する。 

取 組 内 容 ・起業家等による講演及びワークショップ 

実 施 時 期 及 び 期 間 全学年 講演（７月、１月） 

教育課程上の位置付け ３年生 水産流通、２年生 総合実習、１年生 水産海洋基礎 

協 力 機 関 地球ＭＤ、宇和島市役所、愛媛大学社会共創学部 

実 施 場 所 教室、養殖施設等 

設 備 ・ 機 器 ノートＰＣ 

    ② 国内外での販売実習活動 

実習製品、開発製品等の販売実習活動を行う。生徒は製品の特徴を捉えチラシやポスター、

ラベル製作を行い、効果的な販売方法を検討し、新たな販路拡大を試みる。取組を通じて

実践と改善を繰り返す中で経営的感覚を養うとともに、多様な制約を乗り越えながら課題

解決に寄与できる能力を身に付けていく。さらには、海外輸出に関してのモデルケースを

構築することで、よりアントレプレナーシップの向上を図る。 

取 組 内 容 

・販売販促のためのアイデア創出活動（事前指導） 

・生徒によるプロモーション活動 

・販売実習後の反省会（事後指導） 

実 施 時 期 及 び 期 間 ３年生 通年 

教育課程上の位置付け ３年生 水産流通 

協 力 機 関 
愛媛県農林水産部水産局漁政課（連携支援）、百貨店・量販店（講義及

びテスト販売場所提供） 

実 施 場 所 教室、百貨店、量販店 

設 備 ・ 機 器 販売のための販促物 
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エ 専門的な知識・技術の育成に関する研究 

① 製品開発を通した知的財産教育 

製品開発を通して生徒は自ら設定した課題を解決するが、アイデアを生み出し形にする

過程、アイデアの新規性、有効性を検証する過程、出願書類の作成を通じて知的財産へと

具現化していく過程等に取り組むことで、知的財産及び知的財産権制度への理解を深めて

いく。ここでは、製品開発により付加価値の向上した地元水産物の価値を守ることのでき

る人材を育成するため、専門家の講義及びワークショップ型のアイデア創出活動を通じて、

専門的な知識・技能の育成を図る。 

取 組 内 容 ・製品開発における知財セミナー（講義・ワークショップ） 

実 施 時 期 及 び 期 間 ２年生通年、講演（11月） 

教育課程上の位置付け ２年生 食品製造 

協 力 機 関 日本弁理士会（講演・ワークショップ） 

実 施 場 所 本校 

設 備 ・ 機 器 ノートＰＣ、プロジェクター 

 

    ② 食品製造実習室の対米輸出対応施設化研究 

地域産業の活性化に向けて海外への輸出拡大を図る場合、輸出に対応した施設の整備が

不可欠であるが、必要とされる専門的な知識・技術を育成するとともに、地域メーカーの

モデル施設となる食品製造実習場の構築を目指す。 

この取組では、最新の食品衛生管理方法や製造技術に関し専門家による講義を受け、Ｆ

ＤＡへの施設登録に必要な条件を学ぶ。また、学科教員が殺菌管理主任技術者、巻締主任

技術者を取得することで、将来にわたって地域企業を支援できる生徒の育成を図るととも

に、企業が海外向けに販路拡大する際は、本校卒業生が中核的存在となることを目指す。 

取 組 内 容 

・対米輸出対応施設での実習を通した専門的知識・技術の習得に関す

る研究 

・海外輸出する場合に求められる商品特性に関するニーズの研究 

・対米輸出対応施設化研究において得たノウハウを生徒・地域・他校

へ普及するためのマニュアル作り 

実 施 時 期 及 び 期 間 

３年生 対米輸出対応施設化に関する研究（10月～２月） 

食品衛生管理方法や製造技術、製造設備等についての講演（７月、１

月） 

２年生 ＨＡＣＣＰに関する研究（４月～７月） 

教育課程上の位置付け ３年生 食品管理、２年生 総合実習 

協 力 機 関 東海大学、日本缶詰協会 

実 施 場 所 本校 

設 備 ・ 機 器 
５Ｍサニタリーバキュームシーマー、レトルト、真空包装機、Ｘ線探

知機、ノートＰＣ、デスクトップＰＣ等 
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③「食の６次産業化プロデューサー」認定施設研究 

生産と加工・販売の一体化や、地域資源を活用した新たな産業の創出を促進する６次産

業化であるが、地域創生との関係が深いことから、水産分野においても強く求められてい

る。 

食の６次産業化を担う人材の認定・育成を目的とした国家戦略プロフェッショナル検定

に「食の６次産業化プロデューサー」制度があるが、水産食品科では育成プログラムを実

施する教育機関としての認定を目指し、６次産業化を推進する人材育成を図る。 

取 組 内 容 
・シラバス、年間計画の見直し 

・実施教育機関として認定に必要な条件 

実 施 時 期 及 び 期 間 通年 

教育課程上の位置付け 水産海洋基礎 

協 力 機 関 食農共創プロデューサーズ 

実 施 場 所 本校、市内魚市場等 

設 備 ・ 機 器 なし 

 

オ コンピテンシーの定着を客観的に測定する評価手法に関する研究 

コミュニケーション能力、創造力・開発力・実践力、アントレプレナーシップの３つの資

質・能力の育成を図る際、コンピテンシーの定着を測定することで客観的な評価を実施する。 

ここではルーブリックを用いたパフォーマンス評価による効果測定を行うことで評価手法

の確立を図るが、ルーブリック評価に関しては中央大学と「『コンピテンシーをベースにした

学修プログラム』に係る研究交流」の覚書を締結し、中央大学キャリアセンター「知性×行

動特性」学修プログラムのコンピテンシーに関する研究を元に本校独自のルーブリックを作

成した。このルーブリックを活用し、普通科とともにコンピテンシーの定着および測定に関

する研究を進めていく。この取組を通じ、将来にわたって地域産業の活性化に寄与できる人

材育成のため必要なコンピテンシーおよび効果測定等について、一定の結論を得る。 

取 組 内 容 
・コミュニケーション能力、創造力・開発力・実践力、アントプレナー

シップ、専門的な知識・技術の育成とコンピテンシー定着の関係研究 

実 施 時 期 及 び 期 間 通年 

教育課程上の位置付け なし 

協 力 機 関 中央大学 

実 施 場 所 本校 

設 備 ・ 機 器 なし 
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（２）定性・定量目標と効果の測定について 

本研究を通じて生徒に身に付けさせたい資質・能力は「ア コミュニケーション能力」、「イ 

創造力・開発力・実践力」、「ウ アントレプレナーシップ」、「エ 専門的な知識・技術」の４

つであるが、アについては「プレゼンテーション力、傾聴力、議論力、融合力」、イについて

は「課題発見力、創造力、論理的思考力、計画実行力」、ウについては「自己実現力、探求力、

率先力、協創力」、エについては昨年度「体系的理解力、情報収集力、主体的活用力、社会貢

献・倫理観」としていたが、「体系的理解力」は「論理的思考」「学習」、「主体的活用力」

は「主体性」「研究する意欲」、「社会貢献、倫理」を「倫理」と変更し、資質・能力の定着

を測定するための指標とした。 

中央大学のコンピテンシーに関するルーブリック評価を参考に、本校独自のコンピテンシー

評価を作成し、生徒の自己評価に利用した。本校のコンピテンシー評価では、「レベル０：問

題行動」、「レベル１：指示待ち行動」、「レベル２：通常行動」、「レベル３：自主的行動」

とレベル定義している。 

取組ごとに以下の定性および定量目標を設定し、アンケート調査、観察、テキストマイニン

グ等の方法で測定を行う。生徒による自己評価を達成度とし、教員による評価を習熟度とした。 

下表の定量目標には平成 29 年度実施前及び実施後評価を示した。 

 

ア コミュニケーション能力の育成に関する研究 

① 産学官連携による全国各地での愛媛県産魚プロモーション活動 

  定性目標 定量目標 効果の測定 

傾聴力 
・他者の意見を聞き正しく理

解し、尊重する 

・生徒の達成度、習熟度 

 ４段階評価 2.0 以上 

 平成 29 年度 

課外活動 1.0→2.0 

水産流通 1.3→1.1 

・アンケート調査 

・作品法（販促物等） 

・観察法（行動、発言） 

・テキストマイニング 

プ レ ゼ ン

テーション

力 

・適切な手段でわかりやすく

説明し、自分の意見を効果

的に伝える 

・生徒の達成度、習熟度  

４段階評価 2.0 以上 

平成 29 年度 

課外活動 0.5→1.0 

水産流通 1.0→1.6 

議論力 
・他者との意見交換を通じ、

改善活動ができる 

・生徒の達成度、習熟度 

４段階評価 2.0 以上 

平成 29 年度 

課外活動 0.5→1.5 

情報収集力 

・目標を達成するために習得

した知識・技術を適切に選

択し活用する 

・生徒の達成度、習熟度 

４段階評価 2.0 以上 
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② 国際交流活動 

 定性目標 定量目標 効果の測定 

傾聴力 
・他者の意見を聞き正しく理

解し、尊重する 

・生徒の理解度、習熟度 

 ４段階評価 2.0 以上 

平成 29 年度 

 ハワイ派遣 2.0→2.0 

 実用英語検定 1.0→1.3 

 

プ レ ゼ ン

テーション

力 

・適切な手段でわかりやすく

説明し、自分の意見を効果

的に伝える 

・生徒の達成度、習熟度 

４段階評価 2.0 以上 

平成 29 年度 

ハワイ派遣 2.0→3.0 ・アンケート調査 

・定期考査 

・観察法（行動、発言） 

・テキストマイニング 

協創力 
・多様性に適応し、新たな価

値を得る 

・生徒の理解度、習熟度 

４段階評価 2.0 以上 

感動する力 

・異なる文化・習慣・価値観

に接して強い印象を受け、

新たな取り組みの原動力と

なる 

・生徒の理解度、習熟度 

４段階評価 2.0 以上 

 

③ＳＳＨ、ＳＧＨ、ＳＰＨ指定３校による連携活動 

 定性目標 定量目標 効果の測定 

傾聴力 
・他者の意見を聞き正しく理

解し、尊重する 

・生徒の達成度、習熟度 

 ４段階評価 2.0 以上 

・アンケート調査 

・作品法（プレゼン資

料等） 

・観察法（行動、発言） 

・テキストマイニング 

コ ミ ュ ニ

ケーション

力 

・適切な手段でわかりやすく

説明し、自分の意見を効果

的に伝える 

・生徒の達成度 

４段階評価 2.0 以上 

議論力 
・他者との意見交換を通じ、

改善することができる 

・生徒の達成度、習熟度 

 ４段階評価 2.0 以上 

協創力 
・多様性に適応し、新たな価

値を得る 

・生徒の達成度、習熟度 

 ４段階評価 2.0 以上 
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イ 創造力・開発力・実践力の育成に関する研究 

① 産学官連携による地域水産物を活用した製品開発研究 

 定性目標 定量目標 効果の測定 

課題発見力 
・目標を把握し、開発すべき

課題や原因を見いだす 

・生徒の達成度、習熟度 

４段階評価 2.0 以上 

平成 29 年度 

 課題研究 1.0→1.3 

課外活動 0.8→1.0 

・アンケート調査 

・作品法（成果物等） 

・観察法（行動、発言） 

・テキストマイニング 

発想する力 
・今までになかった新しいア

イデアを生み出す 

・生徒の達成度、習熟度 

 ４段階評価 2.0 以上 

 平成 29 年度 

 課題研究 1.0→1.2 

 課外活動 0.5→0.7 

計画実行力 
・目的・目標を設定し、順序

立てて計画・実行する 

・生徒の達成度、習熟度  

４段階評価 2.0 以上 

平成 29 年度 

課題研究 1.5→1.3 

課外活動 0.8→1.4 

組織的行動

力 

・組織の目標を達成するため

に行動する 

・生徒の達成度、習熟度 

４段階評価 2.0 以上 

②ＳＰＨ先進校との連携学習 

 定性目標 定量目標 効果の測定 

課題発見力 
・目標を把握し、開発すべき

課題や原因を見いだす 

・生徒の達成度、習熟度  

４段階評価 2.0 以上 

平成 29 年度 0.3→1.0 

・アンケート調査 

・定期考査 

・観察法（行動、発言） 

・テキストマイニング 

発想する力 
・今までになかった新しいア

イデアを生み出す 

・生徒の達成度、習熟度 

 ４段階評価 2.0 以上 

 平成 29 年度 0.7→2.0 

計画実行力 
・目的・目標を設定し、順序

立てて計画・実行する 

・生徒の達成度、習熟度 

 ４段階評価 2.0 以上 

 平成 29 年度 0.7→1.0 

協創力 
・多様性に適応し、新たな価

値を得る 

・生徒の理解度、習熟度 

４段階評価 2.0 以上 

平成 29 年度 1.0→2.0 
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③えひめスーパーハイスクールコンソーシアム、日本水産学会への参加 

 定性目標 定量目標 効果の測定 

課題発見力 
・目標を把握し、開発すべき

課題や原因を見いだす 

・生徒の理解度、習熟度  

４段階評価 2.0 以上 

・アンケート調査 

・作品法（販促物等） 

・観察法（行動、発言） 

・テキストマイニング 

発想する力 
・今までになかった新しいア

イデアを生み出す 

・生徒の達成度、習熟度 

４段階評価 2.0 以上 

計画実行力 
・目的・目標を設定し、順序

立てて計画・実行する 

・生徒の達成度、習熟度 

４段階評価 2.0 以上 

推論する力 
・経験したことや将来起こり

うることを推し量る 

・生徒の達成度、習熟度  

４段階評価 2.0 以上 
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ウ アントレプレナーシップの育成に関する研究 

①講師招聘事業 

 定性目標 定量目標 効果の測定 

主体性 

・物事に対して自分の意思・

判断で責任を持って行動す

る 

・生徒の達成度、習熟度 

４段階評価 2.0 以上 

・アンケート調査 

・作品法（販促物等） 

・観察法（行動、発言） 

・テキストマイニング 

率先力 

・ワークショップ等で先に

立って実践し、他を誘導す

る 

・生徒の達成度、習熟度  

４段階評価 2.0 以上 

平成 29 年度 1.1→1.1 

探求する意

欲 

・旺盛な知的好奇心を持ち、

未知の知識や技術を取り入

れようとする 

・生徒の達成度、習熟度  

４段階評価 2.0 以上 

平成 29 年度 1.0→1.0 

情報収集力 

・目標を達成するために習得

した知識・技術を適切に選

択し活用する 

・生徒の達成度、習熟度  

４段階評価 2.0 以上 

②国内外での販売実習活動 

 定性目標 定量目標 効果の測定 

主体性 

・物事に対して自分の意思・

判断で責任を持って行動す

る 

・生徒の達成度、習熟度 

４段階評価 2.0 以上 

・アンケート調査 

・作品法（販促物等） 

・観察法（行動、発言） 

・テキストマイニング 

率先力 
・先に立って実践し、他を誘

導する 

・生徒の達成度、習熟度  

４段階評価 2.0 以上 

平成 29 年度 1.0→1.0 

探求する意

欲 

・旺盛な知的好奇心を持ち、

未知の知識や技術を取り入

れようとする 

・生徒の達成度、習熟度 

４段階評価 2.0 以上 

平成 29 年度 0.5→1.0 

情報収集力 

・目標を達成するために習得

した知識・技術を適切に選

択し活用する 

・生徒の達成度、習熟度  

４段階評価 2.0 以上 
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エ 専門的な知識・技術の育成に関する研究 

① 製品開発を通した知的財産教育 

 定性目標 定量目標 効果の測定 

学びに向か

う力 

・専門知識だけでなく幅広い

分野で知識やノウハウを習

得する 

・生徒の達成度、習熟度 

４段階評価 2.0 以上 

・アンケート調査 

・作品法（販促物等） 

・観察法（行動、発言） 

・テキストマイニング 

探求する意

欲 

・旺盛な知的好奇心を持ち、

未知の知識を取り入れよう

とする 

・生徒の達成度、習熟度 

 ４段階評価 2.0 以上 

情報収集力 

・目標を達成するために習得

した知識・技術を適切に選

択し活用する 

・生徒の達成度、習熟度 

 ４段階評価 2.0 以上 

倫理 

・関係法令の遵守だけでなく

自らの取組の影響力を理解

し社会的責任を果たす 

・生徒の理解度、習熟度 

 ４段階評価 2.0 以上 

② 食品製造実習室の対米輸出対応施設化研究 

 定性目標 定量目標 効果の測定 

学びに向か

う力 

・専門知識だけでなく幅広い

分野で知識やノウハウを習

得する 

・生徒の達成度、習熟度 

 ４段階評価 2.0 以上 

 平成 29 年度 0.8→1.4 

・アンケート調査 

・作品法（販促物等） 

・観察法（行動、発言） 

・テキストマイニング 

探求する意

欲 

・旺盛な知的好奇心を持ち、

未知の知識を取り入れよう

とする 

・生徒の達成度、習熟度 

４段階評価 2.0 以上 

平成 29 年度 0.8→1.5 

論理的思考 
・論理的に自分の意見や手順

を構築・展開できる。 

・生徒の達成度、習熟度 

４段階評価 2.0 以上 

平成 29 年度 0.8→1.3 

記述力 
・正しい文章で他者が理解で

きるように記述する 

・生徒の達成度、習熟度 

４段階評価 2.0 以上 
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③「食の６次産業化プロデューサー」認定施設研究 

 定性目標 定量目標 効果の測定 

学びに向か

う力 

・専門知識だけでなく幅広い

分野で知識やノウハウを習

得する 

・生徒の達成度、習熟度 

４段階評価 2.0 以上 

・アンケート調査 

・作品法（販促物等） 

・観察法（行動、発言） 

・テキストマイニング 

探求する意

欲 

・旺盛な知的好奇心を持ち、

未知の知識を取り入れよう

とする 

・生徒の達成度、習熟度 

 ４段階評価 2.0 以上 

情報収集力 

・目標を達成するために習得

した知識・技術を適切に選

択し活用する 

・生徒の達成度、習熟度 

 ４段階評価 2.0 以上 

協創力 
・多様性に適応し、新たな価

値を得る 

・生徒の達成度、習熟度 

 ４段階評価 2.0 以上 

○テキストマイニングについて 

本校では、定期的にＳＰＨレポートを作成し、そのレポートをテキストマイニングで分析する。

テキストマイニングとは、文章を単語や文節で区切り、出現頻度、語句の相関関係など、隠れた

情報や有用な知見を探し出す解析方法。テキストマイニングツールによって大量のテキストを定

量的な数値で可視化する。 

○コンピテンシーに関するルーブリックについて 

 コンピテンシーとは、社会で活躍している人々に共通してみられる行動、態度、思考などの傾

向や特徴などを意味し、例えば、「積極性」「継続性」など、社会で成果をあげることに必要な要

素で構成されたもの。本校では、身に付けさせたい力をコミュニケーション能力、創造力・開発

力・実践力、アントレプレナーシップ、専門的な知識・技術の四つとし、これらの力が身に付け

ば地域の強みを生かした人材育成ができると考えている。この四つの力のうち、コミュニケーショ

ン能力、創造力・開発力・実践力、アントレプレナーシップの三つのカテゴリーについてキーワー

ドを設定し、効果を測定する。このコンピテンシーに関するルーブリックに関しては、今後普通

科と専門科が一体となって、効果測定の方法を研究していく。 

  〇観察法、作品法についてについて 

 観察法とは、取組における生徒の行動や発言により評価する方法。作品法は、開発した製品、

販促物、プレゼン資料などにより評価する方法。 
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５．実施体制 

（１）ＳＰＨ研究担当者 

氏  名 職 名 役割分担・担当教科 

武智 誠治 校長 事業全般の総括 

尾﨑 信久 教頭 各担当者への指導・助言と産学官連携統率 

菊池 秀樹 事務長 経理担当責任者 

福山  武 教諭 水産科長 ＳＰＨ推進室長 

吉岡 辰也 教諭 進路課長 ＳＰＨ進路室長、ＳＰＨ情報室長 

吉村 暢洋 教諭 
教務課長 ＳＰＨ教務主任、食品製造主任、科目「食品製造」、「製品開発

担当」 

桐山 優子 教諭 総務課長 ＳＰＨ総務主任、普通科代表 

鈴木 康夫 教諭 

水産食品科長 研究主任・企画担当、科目「食品製造」、「国際交流担当」

「指定３校連携担当」、「先進校との連携学習担当」、「講師招聘事業担当

」、「食プロ担当」、「評価手法研究担当」 

田中 雄大 教諭 
食品管理主任 教科「食品管理」「水産海洋基礎」、「コンソーシアム、学

会担当」、「海外輸出対応施設担当」 

佐藤 一平 教諭 
流通販売主任 教科「食品管理」「水産流通」、「プロモーション活動担当

」、「販売実習活動担当」、「知財教育担当」 

西村 克司 実習助手 「検証・記録」、「食品製造補佐」 

中川 隆二 実習助手 「食品製造補佐」、「製品開発担当」 

都築 宏之 専門員 経理担当者 

（２）ＳＰＨ研究推進委員会 

 氏  名 所属・職名 役割・専門分野等 

芳賀 保男 愛媛県水産局農林水産部漁政課長 県産品水産食品の振興の立場での指導・助

言 

平田 伸治 愛媛県農林水産研究所水産研究センター

長 

県産品水産物に対しての指導・助言 

木和田権一 株式会社宇和島プロジェクト代表取締役 水産物加工・流通、アントレプレナーシッ

プに対しての指導・助言 

谷本 英樹 宇和島市長公室 地域振興に対しての指導・助言 

武智 誠治 愛媛県立宇和島水産高等学校 校長 推進委員 

尾﨑 信久 愛媛県立宇和島水産高等学校 教頭 推進委員 

福山  武 愛媛県立宇和島水産高等学校 水産科長 推進委員 

鈴木 康夫 愛媛県立宇和島水産高等学校 教諭 研究担当者 

吉村 暢洋 愛媛県立宇和島水産高等学校 教諭 研究担当者 

田中 雄大 愛媛県立宇和島水産高等学校 教諭 研究担当者 

佐藤 一平 愛媛県立宇和島水産高等学校 教諭 研究担当者 
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（３）運営指導委員会 

氏名 職名 役割分担・専門分野等 

八十島一幸 愛媛県営業本部長 行政・研究全般 

荒木惠美子 東海大学客員教授 教育・研究全般、製造管理システムの導入 

島原 豊行 株式会社島原本舗代表取締役 製品開発、販売、地域活性化における指導・助言 

山本  聖 社団法人地球ＭＤ代表理事 ６次産業化、海外輸出及びアントレプレナーシ

ップに対しての指導・助言 

野村 和弘 愛媛県立宇和島東高等学校長 教育・研究全般（ＳＳＨ校） 

河野 昇治 愛媛県立宇和島南中等教育学校長 教育・研究全般（ＳＧＨ校） 
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（４）校内における体制図 

 

  

学校長 

教頭 事務長 

研究推進委員会 

ＳＰＨ進路課長 ＳＰＨ推進室長 

水産科長 

ＳＰＨ教務課長 ＳＰＨ総務主任 

事務担当 

ＳＰＨ情報室長 普通科代表 

普通科教員 水産食品科長 

研究主任・企画担当 

食品管理主任 流通販売主任 食品製造主任 検証記録担当 
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６．研究内容別実施時期 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

3年水産流通

3年総合実習 〇 〇 〇

3年課題研究・水産流通

課外活動 〇 〇 〇

ＳＳＨ、ＳＧＨ、ＳＰＨ指定3校による連携

活動 課外活動

3年課題研究

2年食品製造

2年食品製造 〇 〇 〇

1年水産海洋基礎 〇 〇

課外活動

ＳＰＨ先進校との連携学習 課外活動 〇 〇

水産学会、Japanインターナショナルシー

フードショー愛媛スーパーコンソーシアム 課外活動 〇 〇 〇

3年水産流通 講演 講演

2年総合実習 講演 講演

1年水産海洋基礎 講演 講演

国内外での販売実習活動 3年水産流通 〇 〇 〇 〇 〇 〇

2年食品製造

2年食品製造 講演

3年食品管理

3年食品管理 講演 講演

2年総合実習 〇 〇 〇 〇

食の6次産業化プロデューサー　レベル１ 1年水産海洋基礎

コンピテンシーの定着を客観的に測定する

評価方法に関する研究 教員

食品製造実習室の対米輸出施設化研究

産学官連携による地域の水産物
を利用した製品開発

研究内容 教育課程上の位置づけ
実施時期

産学官連携による全国各地での
愛媛県産魚プロモーション活動

通年

3年課題研究（4月～10月）（水産流通4月～12月）
国際交流活動

通年

講師招聘事業

製品開発を通した知的財産教育
通年

通年

通年

通年

4月～10月

通年

通年

 

 ７．この事業に関連して補助金等を受けた実績 

   なし 

 

 ８．知的財産権の帰属 

※ いずれかに○を付すこと。なお、１．を選択する場合、契約締結時に所定様式の提出が必

要となるので留意のこと。 

（〇）１．知的財産権は受託者に帰属することを希望する。 

（ ）２．知的財産権は全て文部科学省に譲渡する。 

 

 ９．再委託に関する事項 

   再委託業務の有無  有・無 

※有の場合、別紙３に詳細を記載のこと。 

 

Ⅱ 委託事業経費 

    別紙１に記載 

 

Ⅲ 事業連絡窓口等 

  別紙２に記載 


